






（２）決算の概要 学校法人樟蔭学園 2025（令和7）年度 財務比率

学校法人樟蔭学園の2025（令和7）年度の決算概要

　学校法人樟蔭学園の2025年度（令和7年度）の決算について、「貸借対照表」「事業活動収支計算書」「資金収支計算書」「活動区分資金収支計算書」
　それぞれの概略を、「学校法人会計の概要」説明を含め報告いたします。
　なお、樟蔭学園のホームページにおいても、財務状況について開示しております。     https://www.osaka-shoin.ac.jp/disclosure/finance/

（1）学校法人会計の概要

　「貸借対照表」は、学校法人の資産・負債・純財産（正味
財産）を把握し、財政状態を明らかにした、長期的な運営
の方向性を決めるための財務諸表です。資金収支計算書
と事業活動収支計算書が単年度ごとの状況を表す一方、
貸借対照表は、今までの学校法人の活動を行ってきた積
み重ねの結果を表します。企業会計と同じく、借方に資産、
貸方に負債・純資産を計上し、企業会計の貸借対照表と
構造は似ています。
　「事業活動収支計算書」は、当該会計年度の活動（教育
活動・教育活動外・特別）に対応する事業活動収入及び事
業活動支出の内容を明らかにするとともに、基本金組入後
の均衡の状態を明らかにします。また、基本金組入後の収
支状況に加えて、基本金組入前の収支状況も表示します。
　「資金収支計算書」は、当該会計年度（4月1日～3月31日）
の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容並びに
当該会計年度における支払資金の収入及び支出のてん末
を明らかにします。
　「活動区分資金収支計算書」は、資金収支計算書の決算
額を、３つの活動（教育活動・施設整備等活動・その他の活

動）ごとに区分し、活動ごとの資金の流れを明らかにします。
　教育活動による資金収支により、キャッシュベースでの
本業である教育活動の収支状況を見ることができ、施設整
備等活動による資金収支により、当該年度に施設設備の投
資が行われたか、その財源はどうであったかを見ることが
できます。その他の活動による資金収支では、借入金の収
支・資金運用の状況等主に財務活動を見ることができます。
　学校法人の収支状況を見るには、事業活動収支計算書
の「基本金組入前当年度収支差額」に注目します。この収
支差額とは、事業活動収入から事業活動支出を差し引い
たもので、企業会計でいう収益から費用を差し引いた利
益に相当するものであります。
　しかし、学校法人は一般の企業に比べ極めて公共性が
高く、安定した経営を維持して行く必要があるため、この
利益は利潤ではなく、学校の施設設備等の取得財源や借
入金の返済財源となるものです。つまり、基本金組入前
当年度収支差額によって、当該年度の施設設備等の充実、
借入金返済、将来の施設設備の更新等のための引当特
定資産等の充実が行われることとなります。

　そして、学校法人会計基準は、その財源（学校法人を継
続的に維持すべき財源）に充当すべき額を基本金とし、事
業活動支出に充てる前の事業活動収入のうちから控除し
て組入れる（確保する）こととなっています。
　基本金組入前当年度収支差額がプラスの場合は、当該
年度において自己資金が確保されていることを表し、マイ
ナスの場合は、事業活動収入で事業活動支出を賄えない
状態であり、基本的には過年度において蓄積された自己
資金を食い潰すか、借金をしない限り経営が成り立たな
いことを示しています。
  ただ、収支状況は単年度のみを見るだけでは判断出来ま
せんので、過去数年間の傾向や今後の収支の予測を考慮
する必要があります。
　一般の企業の経営が利益追求を目的としているのに対
して、学校法人の経営は長期安定的に教育・研究活動を継
続することに主眼がおかれています。学校法人の財務諸
表は、学校が、教育・研究活動の質的向上を図りながら、い
かに安定的な余裕資金を維持し、資産を形成しているか
という視点で見ることが重要であります。

3．活動区分資金収支計算書関係比率 （単位　％）
比　率　名 算　　式 2025年度

経　営　判　断 教育活動資金収支差額比率 教育活動資金収支差額 / 教育活動資金収入計 6.2
〇教育活動資金収支差額比率…  学校法人における本業となる「教育活動」でキャッシュフローが生み出せているかを測る比率です。

この比率はプラスであることが望ましいですが、「その他活動」でキャッシュフローを生み出し、教育研
究活動の原資としている場合もあり得るため、「その他活動」の収支状況を併せて確認する必要があり
ます。

２．事業活動収支計算書関係比率 （単位　％）

 
 
 

…
【経営状況】

事業活動収支差額比率〇 この比率がプラスで大きいほど自己資金が充実し、財政面での将来的な余裕につながるものとなります。

…
【収入構成】

学生生徒等納付金比率〇 学生生徒等納付金は、学生生徒等の増減並びに納付金の水準の高低の影響をうけますが、学校法人の帰属
収入のなかで最大の割合を占めており、補助金や寄付金に比べて外部要因に影響されることの少ない重要
な自己財源であることから、この比率が安定的に推移することが望ましいです。

…
【支出構成】

人 件 費 比 率〇 人件費は、学校における最大の支出要素となり、この比率が適正水準を超えると経常収支の悪化に繋がる要
因ともなります。

…
【収支バランス】

人 件 費 依 存 率〇 この比率は、人件費比率及び学生生徒等納付金比率の状況にも影響され、一般的に人件費は学生生徒等納
付金で賄える範囲内に収まっている（比率が100％を超えない）ことが理想的です。

…経 常 寄 付 金 比 率〇 寄付金比率につき、施設設備寄付金を除く経常的な要素に限定した比率です。

…教育研究経費比率〇 この経費は、教育研究活動の維持・充実のためには不可欠なものとなり、この比率も収支均衡を失しない範
囲内で高くなるのが望ましいです。

…管 理 経 費 比 率〇 この経費は、教育研究活動以外の目的で支出される経費となり、学校法人の運営のため、ある程度の支出は
止むを得ないものの、比率としては低い方が望ましいです。

…借入金等利息比率〇 この比率は、学校法人の借入金等の額及び借入条件等によって影響を受け、貸借対照表の負債状態が事業
活動収支計算書にも反映しているため、学校法人の財務を分析する上で重要な財務比率の一つです。

…基 本 金 組 入 率〇 学校法人の諸活動に不可欠な資産の充実のためには、この基本金への組入が安定的に行われることが望ま
しいです。

…基本金組入後収支比率〇 この比率が100％を超えると、事業活動支出が基本金組入後の事業活動収入を上回る支出超過（赤字）とな
り､100％未満であると収入超過（黒字）となります。
一般的には、収支が均衡する100％前後が望ましいと考えられますが、事業活動収支を黒字にして資金蓄積
を図ることを計画するならば、低い値ほど目的に適うことになります。

…経常収支差額比率〇 「教育活動」及び「教育活動外」の経常的な収支バランスを表す比率です。

…経 常 補 助 金 比 率〇 補助金比率につき、施設設備補助金を除く経常的な要素に限定した比率です。

比　率　名 算　　式 2025年度
事業活動収支差額比率
学生生徒等納付金比率
経常寄付金比率
経常補助金比率
人件費比率
教育研究経費比率
管理経費比率
借入金等利息比率
基本金組入率
人件費依存率
基本金組入後収支比率
経常収支差額比率

基本金組入前当年度収支差額 / 事業活動収入
学生生徒等納付金 / 経常収入
教育活動収支の寄付金 / 経常収入
教育活動収支の補助金 / 経常収入
人件費 / 経常収入
教育研究経費 / 経常収入
管理経費 / 経常収入
借入金等利息 / 経常収入
基本金組入額 / 事業活動収入
人件費 / 学生生徒等納付金
事業活動支出 / （事業活動収入 － 基本金組入額）
経常収支差額 / 経常収入

 △ 17.6
68.6
0.9
22.2
60.9

 49.2
 8.1
 0.3

8.9
88.8
129.1
△ 18.5

経 営 状 況

収 入 構 成

支 出 構 成

収支バランス

1．貸借対照表関係比率 （単位　％）
比　率　名 算　　式 2025年度

自己資金は充実されているか

負債の割合はどうか

長期資金で固定資産は賄われ
ているか
資産構成はどうなっているか

負債に備える資産の
蓄積がされているか

純資産構成比率
固定比率
固定長期適合率
固定資産構成比率
流動資産構成比率
内部留保資産比率
運用資産余裕比率 （※)
流動比率
総負債比率
負債比率

純資産 / ( 総負債 ＋ 純資産 )
固定資産 / 純資産
固定資産 / ( 純資産 ＋ 固定負債 )
固定資産 / 総資産
流動資産 / 総資産
( 運用資産 － 総負債 ) / 総資産
( 運用資産 － 外部負債 ) / 経常支出
流動資産 / 流動負債
総負債 / 総資産
総負債 / 純資産

76.3
116.1
94.1
88.5
11.5
△ 2.9
0.4

192.4
23.7
31.1

（※) 運用資産余裕比率については、[ 単位  年]となります｡ ■運用資産 ＝ 特定資産＋有価証券（固定･流動）＋現金預金
■外部負債 ＝ 借入金（固定･流動）＋未払金

…純資産構成比率〇 純資産の「総負債及び純資産の合計額」に占める構成割合です。この比率は、学校法人の資金の調達源泉を分
析する上で、最も総括的で重要な指標となります。この比率は、高いほど財政的に安定しており、50％を割る
と他人資金が自己資金を上回っていることを示しています。

【自己資金は充実されているか】

…固 定 比 率〇 固定資産の純資産に対する割合で、固定資産にどの程度自己資金が投下されているか、資金の調達源泉とそ
の使途とを対比させる比率となり、低い方が望ましいです。固定資産に投下した資金の回収は長期間にわたる
ため、本来投下資金は返済する必要のない自己資金を充てることが望ましいです。しかし、現実的には大規模
設備投資の際には、外部資金の導入をせざるをえない場合が多いために、この比率が100％を超えることは
少なくありません。このような場合は、固定長期適合率も利用して判断する必要があります。

…固定長期適合率〇 固定資産の、純資産と固定負債を合計した長期資金に対する割合です。この比率は、固定比率を補完する比率で、
固定資産の取得のためには、長期間活用できる安定した資金として、自己資金のほかに短期的に返済を迫られな
い長期借入金でこれを賄うべきであるという原則に、どれだけ適合しているかを示す指標です。この比率は100％
以下で低いほど良いとされています。なお、100％を超える場合は、固定資産の調達源泉に短期借入金等の流動
負債を導入していると解することができ、財政の安定性に欠け、長期的にみて不安があることを示しています。

【長期資金で固定資産は賄われているか】

…内部留保資産比率〇 特定資産（各種引当特定資産）と有価証券（固定資産及び流動資産）と現金預金を合計した「運用資産」から総
負債を引いた金額の総資産に占める割合となります。この比率がプラスとなる場合は、運用資産で総負債を
すべて充当することができ、結果的に有形固定資産が自己資金で調達されていることを意味しており、プラス
幅が大きいほど運用資産の貯蓄度が大きいと評価できます。一方、この比率がマイナスとなる場合、運用資産
より総負債が上回っていることを意味しており、財政上の余裕度が少ないことを表しています。

…運用資産余裕比率〇 運用資産から、総負債のうち退職給与引当金と前受金を除いた外部負債を引いた金額が、事業活動収支計算
上の経常支出の何倍かを示す比率となり、学校法人の一年間の経常的な支出規模に対してどの程度の運用
資産が蓄積されているかを表す指標となります。この比率が1.0を超えている場合とは、すなわち一年間の学
校法人の経常的な支出を賄えるだけの資金を保有していることを示し、一般的にはこの比率が高いほど運用
資金の貯蓄が良好であるといえます。なお､この比率の単位は（年）となります。

…流 動 比 率〇 一般的に200％以上が好ましい状態ですが、この比率が極端に低い場合には資金流動性に欠け資金繰りが苦しいと判
断できます。ただし、学校法人にあっては、流動負債のうちの前受金は外部負債とは性格を異とし比重も大きいことや、
資金運用の点から、長期有価証券へ運用替えしている場合もあり、また、将来に備えて引当特定預金等に資金を留保し
ている場合もあるため、必ずしもこの比率が低くなると資金繰りに窮しているとはならないので留意が必要です。

【負債に備える資産の蓄積がさてれいるか】

…固定資産構成比率〇 固定資産の総資産に占める構成割合で、流動資産構成比率とともに資産構成のバランスを全体的に見るための指標
です。固定資産は施設設備等の有形固定資産と各種引当特定資産を内容とする特定資産を中心に構成されています。
学校法人が行う教育研究事業には多額の設備投資が必要となるため、一般的にはこの比率が高くなることが学校法人
の財務的な特徴となります。この比率が学校法人全体の平均に比して特に高い場合、資産の固定化が進み流動性が乏
しくなっていると評価ができます。なお、固定資産構成比率は、流動資産構成比率と裏表をなす関係にあります。

…流動資産構成比率〇 流動資産の総資産に占める構成割合で、固定資産構成比率とともに資産構成のバランスを全体的に見るための指標で
す。流動資産は現預金と短期有価証券のほか、未収入金などで構成されています。一般的にこの比率が高い場合、現金
化が可能な資産の割合が大きく、資金流動性に富んでいると評価ができます。逆に著しく低い場合は、流動性に欠け、
資金繰りが苦しい状況にあると評価ができます。この比率が低い場合であっても、低金利下での有効な運用条件を求め
て長期預金や長期有価証券を保有している場合や、将来的な財政基盤の安定化のために金融資産を目的化して特定資
産化している場合には、必ずしも流動性に乏しいとはいえないため、特定資産や固定資産の有価証券の保有状況も確
認して評価を行う必要があります。なお、流動資産構成比率は、固定資産構成比率と裏表をなす関係にあります。

【資産構成はどうなっているか】

…総 負 債 比 率〇 この比率は、一般的に低いほど望ましく、50％を超えると負債総額が純資産を上回ることを示し、さらに
100％を超えると負債総額が資産総額を上回る状態、いわゆる債務超過であることを示します。

【負債の割合はどうか】

…負 債 比 率〇 この比率は、他人資金である総負債が自己資金である純資産を上回っていないかどうかを測る指標で、
100％以下で低い方が望ましいです。

（2026年3月31日現在）1.貸借対照表 （単位 千円）
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貸借対照表の主な内容は、次のとおりです。
【資産の部】
有形固定資産
特定資産
その他の固定資産
流動資産

【負債の部】
固定負債

流動負債
【純資産の部】
基本金
繰越収支差額

当年度における、減価償却額の増額による減額。
主に、減価償却引当特定資産の減額による減額。
主に、ソフトウエアの減価償却額の増額による減額。
主に、現金預金等の増額による増額。

主に、返済期限が 1 年以内の長期借入金を短期借入金への
振替による減額。
主に、前受金等の増額による増額。

本年度の施設設備の充実及び過年度未組入れに係る当期組入による増額。
前年度より1,023,276 千円減額し △18,143,325千円となりました。

注）千円単位で表示するにあたり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が生じる場合があります。

18,006,481
289,156

17,304,448
500,266

702,033
△ 211,110

減価償却額の累計額の合計
基本金未組入額

資　産　の　部

負　債　の　部

純　資　産　の　部

資産の部合計

負債の部合計

純資産の部合計

固　定　資　産
有形固定資産
特定資産
その他の固定資産

流　動　資　産

固　定　負　債
流　動　負　債

基　　本　　金
１号基本金
４号基本金

繰越収支差額
翌年度繰越収支差額

負債及び純資産の部合計

科　目 2025年度決算額 2024年度決算額 増　減 備　考

16,369,910
14,319,040
1,791,291
259,580

2,119,865
18,489,775

17,422,358
14,882,097
2,272,160
268,101

1,611,972
19,034,330

△ 1,052,448
△ 563,057
△ 480,869
△ 8,522
507,894

△ 544,554

3,286,241
1,101,563
4,387,804

3,571,173
681,291

4,252,464

△ 284,933
420,273
135,340

32,245,297
31,917,297
328,000

△ 18,143,325
△ 18,143,325
14,101,972

31,901,915
31,573,915
328,000

△ 17,120,049
△ 17,120,049
14,781,866

343,382
343,382

0
△ 1,023,276
△ 1,023,276
△ 679,894

18,489,775 19,034,330 △ 544,554

事業活動収支計算書（予算との対比）の主な内容は、次のとおりです。

（2025年4月1日から2026年3月31日まで）2.事業活動収支計算書 （単位 千円）

 

【経常収支】
教育活動収入は、手数料、寄付金、経常費等補助金以外において見込みより減額となり全体で3,329千円減額となりました。
教育活動支出は､全ての大科目において予備費の使用を含め見込みより減額となり全体で33,989千円減額となりました。
教育活動外収入は、受取利息・配当金において増額となり全体で235千円増額となりました。
教育活動外支出は、ほぼ計画通りとなりました。
結果、経常収支差額において見込みより30,895千円改善し △707,494千円となりました。

【特別収支】
　特別収入は、その他の特別収入において見込みより増額となり全体で1,245千円増額となりました。
　特別支出は、資産処分差額において見込みより減額となり全体で126千円減額となりました。
【基本金組入前当年度収支差額】
　以上の結果、基本金組入前当年度収支差額は、予算対比39,349千円改善し△679,894千円となりました。

注）千円単位で表示するにあたり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が生じる場合があります。

科　目 予算額 決算額
2025年度 増　減 備　考

2,630,171
22,886
33,043
834,823
33,581
210,385

3,764,889
2,336,231
1,906,342
313,497

614
4,556,684
△ 791,795

63,184
63,184
9,778
9,778
53,406

△ 738,389
0

28,303

28,303
2,074

0
2,074
26,229

（72,917）
7,083

△ 719,243
△ 351,494

△ 1,070,737

△ 17,120,049
118

△ 18,190,668

2,624,559
23,313
34,370
847,277
28,821
203,219

3,761,560
2,330,030
1,881,791
310,875

0
4,522,695
△ 761,135

63,419
63,419
9,778
9,778
53,641

△ 707,494
0

29,548

29,548
1,948

0
1,948
27,599

△ 679,894
△ 343,500

△ 1,023,394

△ 17,120,049
118

△ 18,143,325

5,612
△ 427

△ 1,327
△ 12,454

4,760
7,166
3,329
6,201
24,551
2,622
614

33,989
△ 30,660
△ 235
△ 235

0
0

△ 235
△ 30,895

0

△ 1,245

△ 1,245
126
0

126
△ 1,370

7,083

△ 39,349
△ 7,994

△ 47,343

0
0

△ 47,343

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

特
別
収
支

収
　
　
入

収
入
支
出

収
　
入

支
　
出

支
　
　
出

学生生徒等納付金
手数料
寄付金
経常費等補助金
付随事業収入
雑収入
教育活動収入計
人件費
教育研究経費
管理経費
徴収不能額等
教育活動支出計

教育活動収支差額
受取利息・配当金
教育活動外収入計
借入金等利息
教育活動外支出計

教育活動外収支差額
経常収支差額

資産売却差額

その他の特別収入

特別収入計
資産処分差額
その他の特別支出
特別支出計

特別収支差額

［予備費］

基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額
基本金取崩額
翌年度繰越収支差額

施設設備の寄付金、
補助金など

施設設備処分など

従来の帰属収支差額

従来の当年度消費
収支超過額

3,856,376
4,575,619

3,854,527
4,534,421

1,849
41,198

（参考）
事業活動収入計
事業活動支出計

従来の帰属収入
従来の消費支出

3.資金収支計算書 （2025年4月1日から2026年3月31日まで） （単位 千円）

科　目 予算額
2025年度

決算額 差　異 備　考

収　入　の　部
学生生徒等納付金収入  
手数料収入  
寄付金収入  
補助金収入  
資産売却収入  
付随事業・収益事業収入  
受取利息・配当金収入  
雑収入  
借入金等収入  
前受金収入  
その他の収入  
資金収入調整勘定  
前年度繰越支払資金
収入の部合計

人件費支出
教育研究経費支出
管理経費支出
借入金等利息支出
借入金等返済支出
施設関係支出
設備関係支出
資産運用支出
その他の支出

［予備費］

資金支出調整勘定
翌年度繰越支払資金
支出の部合計

2,630,171
22,886
34,411
859,925
109,761
33,581
63,184
209,955

0
384,287

1,210,027
△ 402,529
916,928

6,072,587

2,409,339
1,181,704
255,448
9,778

211,110
167,632
59,815
747,302
162,193
（75,042）

4,958
△ 345,989
1,209,297
6,072,587

2,403,853
1,157,317
252,826
9,778

211,110
154,007
57,861
946,637
158,036

△ 356,541
1,302,909
6,297,792

5,486
24,387
2,622

0
0

13,625
1,954

△ 199,335
4,157

4,958

10,552
△ 93,611
△ 225,205

2,624,559
23,313
35,738
872,379
109,997
28,821
63,419
203,047

0
399,357

1,415,145
△ 394,913
916,928

6,297,792

5,612
△ 427

△ 1,327
△ 12,454
△ 236
4,760
△ 235
6,908

0
△ 15,070
△ 205,118
△ 7,616

0
△ 225,205

支　出　の　部

資金収支計算書（予算との対比）の主な内容は、次のとおりです。

注）千円単位で表示するにあたり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が生じる場合があります。

【資金収入の部】
主に、寄付金収入､補助金収入、前受金収入、その他の収入において見込みより増額、学生生徒等納付金収入、
付随事業・収益事業収入、雑収入、資金収入調整勘定において見込みより減額となりました。資金収入の部は、見
込みより225,205千円増額の5,380,864千円となり、前年度繰越支払資金を含めた資金収入の部としまして
は 6,297,792千円となりました｡

【資金支出の部】
主に、予備費を含め人件費支出、教育研究経費支出、管理経費支出、施設関係支出、設備関係支出、その他の支
出において見込みより減額、資産運用支出、資金支出調整勘定は増額となりました｡資金支出の部としましては、
翌年度繰越支払資金を除き見込みより131,593円増額し、4,994,883千円となりました｡

【翌年度繰越支払資金】
上記の結果、翌年度繰越支払資金は1,302,909千円となりました｡

4.活動区分資金収支計算書 （2025年4月1日から2026年3月31日まで） （単位 千円）

2,624,559
23,313
28,997
5,373

847,277
28,821
203,047

3,761,388
2,403,853
1,157,317
252,826

3,813,995
△ 52,607
285,866
233,259
1,368
25,102
235

662,288
688,993
154,007
57,861
200,000
411,868
277,125
△ 1,095
276,030
509,289

0
109,762
666,053
7,215

783,030
63,419
846,449
211,110
100,000
646,637
2,233

959,980
9,778

969,758
△ 123,309

0
△ 123,309

385,980

科　　目 2025年度決算額 備　考

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

収
　
　
入

支
　
　
出

収
　
　
入

支
　
　
出

収
　
入

支
　
出

施設設備寄付金除く

施設設備補助金除く

前受金、未収入金、未払金、前払金

施設設備以外の寄付金除く
施設設備以外の補助金除く

前受金、未収入金

注）千円単位で表示するにあたり、千円未満を四捨五入しているため、合計等において差異が生じる場合があります。

学生生徒等納付金収入
手数料収入
特別寄付金収入
一般寄付金収入
経常費等補助金収入
付随事業収入
雑収入
　教育活動資金収入計
人件費支出
教育研究経費支出
管理経費支出
　教育活動資金支出計

 差　引
 調整勘定等
教育活動資金収支差額 
施設設備寄付金収入
施設設備補助金収入
施設設備売却収入
引当特定資産取崩収入
　施設整備等活動資金収入計
施設関係支出
設備関係支出
引当特定資産繰入支出
　施設整備等活動資金支出計

 差　引
 調整勘定等
施設整備等活動資金収支差額

小計（教育活動＋施設整備等）
活動資金収支差額

借入金等収入
有価証券売却収入
引当特定資産取崩収入
貸付金回収収入、他
　　　　　小計
受取利息･配当金収入
その他の活動資金収入計
借入金等返済支出
有価証券購入支出
引当特定資産繰入支出
立替金支払支出、他
　　　　　小計
借入金等利息支出
その他の活動資金支出計

 差　引
 調整勘定等
その他の活動資金収支差額

支払資金増減額（小計＋その他の
活動資金収支差額）
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